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１．はじめに
　本稿では日本ではなじみの薄い租税支出につい
て、その概念と政策的な意義をまとめ、日本の地
方税において租税支出を政策の指標として利用す
る意義について言及する。多くの OECD 諸国で
は租税支出の推計および公表が政府によっておこ
なわれ、指標として活用されている。具体的な活
用としては、予算書の一部として公表されてい
る国にはアメリカ、イギリス、ドイツなどがあ
り、予算書とは別に公表している国としてオース
トラリアやカナダなどがある。租税支出について
の定義は国によって異なっており、集計方法も異
なっている。以下では、租税支出の定義について
OECD 諸国の事例を紹介し、租税支出の政策的な
意義について整理を行う。最後に、日本における
租税支出の研究を紹介し、地方税についての租税
支出を推計する意義について言及する。
　
２．租税支出の定義
　日本における租税支出の定義については政府税
制調査会の資料に記載がある 1）。このなかで、「租
税歳出は正規の税体系からの逸脱という点から定
義することができる」と示されている。さらに、
「厳密な定義としては、何が正規の体系と認識さ
れるかによって各国ごとに異なっている」という
認識で、「日本では、退職所得控除を含む大部分
の控除が特別ではなくて正規と考えられていると
いうことから、租税歳出は租税特別措置による減
収額である」として、租税支出の範囲を租税特別
措置法に規定された項目による減収額に特定して
いる。
　日本の定義は、OECD 諸国の定義と比べると租
税支出を狭い範囲に限定している。他の国の例と
してアメリカとオーストラリアの例をあげてお
く。アメリカでは連邦政府の税法に記載されてい
る税の減収分であると記されている。これは税収
の減少という定義である。オーストラリアでは、
租税支出を「特定の活動や特定の納税者に便益を
与えるような税の減免」であると記されている。
これは租税支出が政府からの便益の側面を強調し
た定義になっているといえる。
　租税支出の範囲をめぐる各国の違いの例として
人的控除の扱いをあげておこう。アメリカでは人
的控除は租税支出に入れないとされているのに対
し、フランスでは世帯の税負担の格差を考慮する
ためのＮ分Ｎ乗法が租税支出の項目であると示さ
れている。
　日本の租税支出の範囲は租税特別措置による減
収額に限定されているので、その金額は、平成
18 年度では 3 兆 2000 億円程度、平成 20 年度で
は 5 兆 860 億円程度である（図表 1、図表 2）。こ
れは、年度が異なるもののオーストラリアの租税
支出規模が GDP の 4.2%、オランダのそれが 2.39%
と比べると規模が小さい 2）。このことは、日本の
租税支出の定義が狭い事を示していると考えられ
る。
　日本において、租税特別措置以外のものまで租
税支出に含める解釈をしている資料が存在する。
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1）政府税制調査会資料 ( 平 13.10.2 基礎小 2-1) 参照
2）The World Bank (2003) Tax Expenditures ? Shedding Light on Government Spending through the Tax System, Lessons from Developed and 
Transition Economies 参照
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ひとつは、横浜市のホームページで示されている
もので、緑関連施策事業として、固定資産税の減
免措置に「租税支出」の語を与えている 3）。また、
内閣府は「平成 16 年度　社会全体の子育て費用
に関する調査研究」の中で、子どもの扶養控除を
租税支出とみなしている。これらは、租税支出を
3）http://www.city.yokohama.jp/me/gyousei/citytax/kenkyukai/pdf/05-07zigyohi.pdf 参照
図表 1　租税特別措置による減収額
租税特別措置による減収額（平成 18 年度ベース）億円
所得税 17,550
住宅ローン控除 8,060
生命保険料・損害保険料 2,780
配当所得の課税の特例 2,120
公的年金等控除の最低控除額等の特例 1,620
老人等の少額預金の利子の非課税等 730
その他 2,240
法人税 10,880
試験研究費の総額に係る税額控除等 5,970
中小企業投資促進税制 2,110
情報基盤強化税制 1,000
その他 1,800
その他 4,360
合計 32,790
　　　　　　※『図説日本の税制　平成 20 年度版』より作成
　　　　　　　　　　　図表 2　租税特別措置の規定による増減収額（平成 20 年度ベース）　　　　億円
所得税関係 15,400
住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除 8,240
確定申告を要しない配当所得 3,360
公的年金等控除の最低控除額等の特例 1,530
青色申告特別控除 710
上記以外の減収項目 1,560
法人税関係 9,740
試験研究を行った場合の法人税額の特別控除 6,510
中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除 2,560
退職年金等積立金に対する法人税の課税の停止 1,560
情報基盤強化設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除 900
中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例 520
上記以外の減収項目 1,640
交際費等の損金不算入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（増収額） 3,950
その他 25,720
石油化学製品の製造のため消費される揮発油の免税等 37,890
地価税の課税の停止 1,730
土地の売買による所有権の移転登記等の税率の軽減 1,540
小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例 970
住宅取得等資金の贈与に係る相続時清算課税制度の特例 790
引取に係る特定石炭の免税 520
石油化学製品の原料用特定揮発油等に係る石油石炭税の還付 510
上記以外の減収項目 2,070
揮発油税及び地方道路税の税率の特例　　　　　　　　　　　　　（増収額） 14,300
自動車重量税率の特例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（増収額） 6,000
合計 50,860
　　　　　　※『図説日本の税制　平成 20 年度版』より作成
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OECD 諸国でとらえているような、税の減免によ
る間接的な政府支出という定義に沿った整理であ
るといえる。
３．アメリカ、オーストラリアの租税支出の公表
　租税支出の公表方法についてアメリカとオース
トラリアを紹介しよう。まず、アメリカでは租税
支出を間接支出としてとらえたもので、政府支出
に関連付けてまとめてある。この表には 2007 年
から 2011 年までの期間、すなわち現時点から将
来にわたっての推計値が示されている。もともと
租税支出は決算値ではなく推計値であり、このよ
うな提示の仕方ができるのである。
　もう 1 つの提示方法は、租税支出を税の減免額
の面からとらえたもので、所得階級別に整理した
ものである。税の減免項目ごとにどの所得階層が
どれくらいの税の減免を受けているのか表にまと
めてある。このように租税支出を、政府の目的別
の間接支出としての整理と、税の減免の受益者に
ついての整理の 2 つが行われている。
　オーストラリアの租税支出はまず、間接支出と
して、直接支出と金額を対比させながらまとめて
いる（図表 3）。直接支出の総額が 206,096（10 億
ドル）であるのに対し、租税支出が 42,144（10
億ドル）であり、直接支出の 5 分の 1 程度の間接
的支出があることが示されているのである。
　この提示による政策的な意義は、税の減免を通
じた間接的な支出を加算することにより、政府の
活動についての情報が追加されていることであ
る。例えば、直接支出の中で最大のものは社会保
障・福祉であるが、租税支出としても最大の項目
になっていることが示されている。このことは、
社会保障への政府の関与を直接支出だけで測る場
合には、その果たしている役割を過小評価するこ
とを意味している。
　もう１つの例として、経済業務への支出がある。
「その他の経済業務」の直接支出は 840（10 億ド
ル）にすぎないが、税の減免による間接支出は直
接支出の約 10 倍の 8,300（10 億ドル）に達する。
この直接支出には各種の産業への補助金が含まれ
ているが、この表によると補助金は直接支出によ
るのではなく、税の減免を通じて間接的に行われ
ているのが主であることがうかがえるのである。
　このように、直接支出の構成と間接支出の構成
が異なることは、直接支出のみで政府活動を測る
図表 3　直接支出と間接支出 ( オーストラリア )
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ことは、実態を見誤る可能性があることを示唆す
る。政府活動の実態を把握するには、直接支出の
規模や構成を見るだけでなく、税の減免を通じた
間接的な関与の大きさにも注目することが必要で
ある。
　オーストラリアの租税支出の第 2 の提示方法
は、税目別租税支出としての整理である（図表
4）。この表では 2005-2006 年度までの過去分と、
2006-2007 年度以降の将来予測値が示されている。
４．日本の租税支出の推計
　日本における近年の租税支出の研究として、上
村（2008）の所得税の所得控除による租税支出の
推計がある。この中で、垂直的公平の観点から租
税支出の実態をつかむことが必要であるという問
題意識に基づいて、所得階級別の所得税軽減額を
提示している。所得控除の大きさについて研究し
たものとしては、森信・前川（2000）がある。ま
た、租税支出という観点ではないが、上村（2008）
が指摘しているように、消費税の益税を推計した
ものに橋本（2002）がある。そのほかには、税の
減免措置の実態を精査した報告として、会計検査
院が租税特別措置について平成 16 年から 18 年に
かけて行ったものがある。
５．租税支出の推計方法
　租税支出の推計方法には、3 つの方法がある。
第 1 は、税の減免による減収額をとらえる方法で、
税の減免がなかった場合をベンチマークの税収と
定義、実際の税収との差額を推計する方法である。
第 2 は税の減免措置を廃止した場合にどれだけの
税収が増加するのかを推計する方法である。第 3
は、間接的な支出である租税支出を廃止し、同様
の便益が得られるような直接支出を行う場合に必
要な税収を求める方法である。これらの方法のう
ち、第 2、第 3 の方法では政策変更による個人や
企業の行動の変化を考慮することが必要であると
されている。
　各国の実際の推計には、これらの方法のうち、
第 1 の方法がとられている。以下で紹介する日高
（2009）の推計結果も第 1 の方法を採用している。
この方法では、税の減免措置がない場合のベンチ
マークを設定することが必要になる。以下では、
ベンチマーク設定についてのポイントをまとめて
おく。
　まず、租税支出の、「特定の個人や特定の行動
に対する税の減免」の定義からの設定である。こ
れは、特定の個人に対する間接的な政府支出、或
いは特定の行動についての税の減免によるサポー
トを指すので、すべての納税者に共通の基礎控除
は「特定の個人」への減免にあたらないと判断さ
れる。これに対して、人的控除のうち配偶者控除
や扶養者控除は、配偶者の有無や、扶養者の有無
は個人によって異なっている。したがってこれら
は「特定の個人」への減額と解釈することができ
る。もちろん、この分類は絶対的なものではない
ことに注意が必要である。前述のように、アメリ
カでは人的控除を租税支出項目とみなしていない
のに対しフランスでは租税支出に含めているよう
に、国によって範囲が異なっている。
　次に、軽減税率による租税支出については 2 通
りが考えられる。まず、中小企業の軽減税率は法
図表 4　税目別租税支出 ( オーストラリア )
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人所得が同一であっても資本金が小さい場合には
低い税率が適用されて税負担が軽減されるので、
「特定の」減免措置であるとみなすことができる。
これに対して、所得税の累進構造による税率の違
いは租税支出には含まれない。結果的に、高所得
者は高い限界税率、低所得者は低い限界税率が適
用されるが、すべての人が共通の税率表に直面し
ているからである。
　租税支出の定義には、間接的な政府支出からの
アプローチもある。すなわち、税の減免措置を直
接の政府支出に置き換えられるものは租税支出と
みなし、置き換えることのできないものは租税支
出に含めないという基準である。
６．日本の租税支出の推計
　租税支出の推計について日高（2009）の一部を
紹介しておく。これは平成 18 年の国税について、
国税庁統計年報書をベースに推計したものである
（図表 5）。これによると平成 18 年の税収 49 兆円
に対して、租税支出は約 17 兆円であると推計さ
れている。減免措置がない場合のベンチマーク
税収が約 66 兆円に対して租税支出は 26％に該当
する。また、これは GDP に対して約 3％であり、
前述のオーストラリア、オランダの水準に近い。
　次に、国民経済計算の分類に従って租税支出を
政府の目的別支出に対応させたのが図表 6 であ
る。これによると、社会保護と経済業務に租税支
出が集中している。経済業務には民間産業に対す
る補助金が含まれているが、直接の補助金だけで
なく、税の減免による間接的な補助金が占める割
合が大きいことを示している。
７．経済的意義
　租税支出の推計を行うことの意義としては、先
行研究でいくつかの点が指摘されている。まず、
租税支出の長所として、税の減免を通じて民間部
4）日高（2009）では相続税の配偶者控除は推計結果を示しているが、租税支出には含めない方がよいのではないかとの見解を付している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図表 5　税目別租税支出の推計　　　　　　　　　億円
税収 租税支出 (推計）
租税支出に
よる減収率
所得税 140,541 90,648 39.2%
法人税 149,179 10,012 6.3%
相続税・贈与税 15,186 5,432 26.3%
消費税 104,633 11,062 9.6%
その他 81,152 57,498 41.5%
合計 490,691 174,652 26.2%
　　　　　　　　　日高（2009）より引用
　　　　　　　　　　　　　　図表 6　一般政府目的別支出と目的別租税支出（国税分）　　　　　　　　　　　兆円
一般公共
サービス 防衛
公共の秩
序・安定 経済業務 環境保護
住宅・地
域アメニ
ティ
保健 娯楽・文化・宗教 教育 社会保護 合計
一般政府
支出額 a 10.0 4.8 6.9 25.4 8.2 3.7 35.9 0.8 20.7 62.0 178.4
租税支出
( 国税）b 0.0 0.0 0.0 11.9 0.0 0.2 2.0 0.0 0.1 4.8 19.0
合計
c=a+b
10.0 4.8 6.9 37.3 8.2 3.9 37.9 0.8 20.9 66.8 197.4
租税支出
による増
加率
b/c
0.0% 0.0% 0.0% 31.9% 0.0% 5.2% 5.2% 0.0% 0.5% 7.2% 9.6%
日高（2009）より引用
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門の特定の行動を高める誘導を図ること、直接支
出を決定するよりも決定の時間が短い、集権的な
意思決定になじまない政府の補助を分権的に決定
できる、政府支出の規模を小さくできるなどが挙
げられている。
　短所としては、税負担をしていない低所得者に
恩恵がない、税制が複雑になる、政策評価の対象
になりにくい、既得権益化の可能性などがあげら
れる。
　租税支出の推計結果を提示することによって得
られる重要な情報として、間接支出としての租税
支出の規模と構成を把握できることを指摘してお
く。前述のように、オーストラリアの租税支出で
は直接支出のみの支出シェアと租税支出を含めた
支出シェアでは異なる形が現れることは、政策的
に重要である。政府の果たすべき役割を議論する
際に、政府活動の実態をとらえなければならない
が、直接支出だけを見ているのでは見誤る可能性
がある。
　さらに、直接的な関与と間接的な関与のどちら
が有効であるのかについても精査しなければなら
ない。経済業務の支出のうち、補助金に分類され
るのは 1.5 兆円である。これに対して租税支出は
9.6 兆円であり、補助金としては税による減免の
方がはるかに多いのである。
　人的控除による租税支出は、政府の目的別支出
の中では社会保護に分類してあるが、項目別に直
接支出と対応させておくことが、それぞれの税の
減免の経済的な意義を考察するのに有効である。
例えば、「配偶者控除」は所得税と相続税にあり、
それによる税の減免額は所得税が 7800 億円、相
続税・贈与税が 5200 億円であると推計されてい
るが、その意義は大きく異なる。所得税の配偶者
控除は人的控除を租税支出に含めるべきかどうか
の判断と同列に置くことができるので、直接支出
としては「家族手当」のような支出の代替とみな
すことが適当かどうかが判断基準となろう。相続
税の場合には、配偶者の相続財産の形成への関与
が他の相続人とは一般に異なると考えられる。相
続税の配偶者控除による税の減免を代替する直接
支出を想定することは困難であろう 4）。
　社会保護に含まれるものとして、障害者につい
ての控除があげられる。間接的な支出として、所
得税で障害者関係の控除が 1600 億円、相続税に
ついて 20 億円程度である。これは社会保障の全
体像を考える際に、この規模と手段が適切である
かを判断する際の追加情報である。
　政府支出の対 GDP 規模は、国際比較の指標と
して使われるが、政府の活動としては、これ以外
に民間の経済活動への規制など金額では表されな
いものもある。間接的な租税支出も国民経済計算
には記されていないが、多くの国ではこれを政府
が推計している。租税支出の推計は、したがって
政府の活動規模を補足する役割を果たすと考える
ことができる。ただし、これはその範囲の設定に
よっては、恣意的な計算結果になる可能性がある
ことに注意しなければならない。
　推計の誤差は範囲を過大に設定する場合と過少
に限定する場合の両方に発生する。前述の人的控
除のようにこれを含めるのか、含めないのかの判
断が分かれるものも存在している。日本において
は租税支出をめぐる議論はほとんど行われておら
ず、その範囲についての合意もないといえる。現
時点では、租税特別措置による減収額という限定
された範囲を出発点にしている。したがって、今
後の議論を行うためには、なるべく広く租税支出
を採用し、採用すべきかどうかの精査の材料を提
供することに意義があると考えられる。
８．地方税における租税支出推計の意義
　海外では地方政府によって租税支出が推計され
公表されている例が存在する。図表 7 のように、
オーストラリアのビクトリア州の予算書には、租
税支出が将来にわたって税目別に推計され、ダウ
ンロード可能な資料として提供されている。
　日本においては、地方自治体によっては個人住
民税や法人住民税などの税目について、減免措置
を設けている理由とそれによる減収額をまとめた
ものが存在する。ただし、この資料が公開されて
いるとは限らず、また全体の集計が行われている
のでもない。
　日本の地方税について租税支出を推計すること
についての関心事として、2 つの点があげられる。
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1 つは、国と地方の財政関係を前提にしたときの、
地方税の減免措置による減収の経済的な位置づけ
が国税とは異なる点である。日本の地方税は、各
地方団体が独自に設定しているのではなく、地方
税法として統一されている部分が大きい。このた
め、減免措置を間接支出としてとらえる場合、そ
の目的が地方政府の政策目的による間接支出では
なく、本来国の政策目的による間接支出であるべ
きものが地方税の減収を通じて行われている場合
が存在することが考えられる。例えば、耐震構造
に関する固定資産税の特例措置は、国が定めたも
のであるが地方税の減収になる 5）。したがって、
わが国の地方税の租税支出については、国の定め
によるものと、地方独自のものとに整理をするこ
とが政策的にも重要な意味を持つ。
　もう一つは、税の減免を、近年の公共経済学の
注目される分野の一つである、租税競争ととらえ
るアプローチである。地方自治体の経済政策とし
ての税優遇による企業誘致はこれに含まれる。租
税支出は間接的な補助金としてとらえられるもの
であり、この間接補助金が財政規模に対してどれ
くらいの規模であるのかということは、直接支出
に追加すべき重要な情報であると考えられる。
　これらの点は、地方分権の流れの中で重要性を
増すといえる。地方自治体が収入と支出の両方に
対して責任を持つ比重が高くなるほど、地方税の
減収は大きな意味を持つことになる。租税支出の
観点からは、税収の減少は間接的な支出なので、
その間接支出の必要性についての説明責任が、地
方分権の進展とともに増すと考えられる。
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億円
税収 租税支出(推計） 租税支出による減収率
所得税 140,541 90,648 39.2%
法人税 149,179 10,012 6.3%
相続税・贈与税 15,186 5,432 26.3%
消費税 104,633 11,062 9.6%
その他 81,152 57,498 41.5%
合計 490,691 174,652 26.2%
税目別租税支出の推計(平成18年度）
一般公共
サービス 防衛
公共の秩
序・安定 経済業務 環境保護
住宅・地
域アメニ
ティ
保健 娯楽・文化・宗教 教育 社会保護 合計
一般政府
支出額 10.0 4.8 6.9 25.4 8.2 3.7 35.9 0.8 20.7 62.0 178.4
租税支出
(国税） 0.0 0.0 0.0 9.6 0.0 1.0 1.9 0.0 0.1 4.9 17.5
合計 10.0 4.8 6.9 35.0 8.2 4.7 37.9 0.8 20.9 66.8 195.9
租税支出
による増
加率
0.0% 0.1% 0.0% 27.3% 0.0% 21.0% 5.1% 0.2% 0.5% 7.3% 8.9%
一般政府目的別支出と目的別租税支出(国税分） 兆円
